2017年2月4日～5日　時事共同ＮＨＫしんぶん赤旗

防衛大臣･国防長会談、ＳＭⅡＡミサイル、翁長知事会見、辺野古工事、共謀罪、学術会議･軍事研究
防衛相 日米同盟強化に向け防衛力整備計画の検証を
ＮＨＫ2月5日 11時17分
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稲田防衛大臣は、ＮＨＫの「日曜討論」で、アメリカのマティス国防長官との日米防衛相会談で安全保障環境をめぐる認識を完全に共有できたとして、日米同盟の強化に向けて、今後、防衛力の整備計画を検証していく考えを示しました。
この中で稲田防衛大臣は、４日に行われたアメリカのマティス国防長官との初めての日米防衛相会談について、「日本を取り巻く環境やアジア太平洋地域の状況についての認識を完全に共有できた。憲法の範囲で日本自身の防衛力を質も量も強固なものにしていく」と述べました。
また稲田大臣は、マティス長官が沖縄県の尖閣諸島はアメリカの日本に対する防衛義務を定めた日米安全保障条約第５条の適用範囲だという考えを示したことについて、「新政権でも明言されたことは非常に意義があり、新政権のスタンスをはっきりさせることは抑止力の意味でも重要だ」と述べました。
そのうえで、稲田大臣は４日の会談で、日本として防衛力を強化し、役割の拡大を図っていく方針を伝えたことに関連して、「日本を取り巻く安全保障環境は非常に大きく変わっており、中期防＝中期防衛力整備計画や防衛大綱に基づいている点もしっかり検証していく」と述べ、日米同盟の強化に向けて、今後、防衛力の整備計画を検証していく考えを示しました。
日米防衛相会談 日本側は防衛力強化 役割拡大の方針伝える
ＮＨＫ2月4日 19時23分
稲田防衛大臣は、アメリカのマティス国防長官と初めての日米防衛相会談を行い、会談後の共同記者会見で、日本として、防衛力を強化し、役割の拡大をはかっていく方針を伝えたことを明らかにしました。一方、マティス国防長官は、在日アメリカ軍の駐留経費に関連して、「日本とのコスト分担の在り方は他国にも手本になる」と述べ、評価しました。
日米防衛相会談は、４日午前、東京・市谷の防衛省で１時間半近く行われ、終了後、稲田防衛大臣とマティス国防長官は、そろって記者会見しました。この中で、稲田大臣は、「日米同盟が、わが国とアジア太平洋地域の平和と安定を確保する上で重要で、同盟の抑止力、対処力を一層強化すべく日米の連携を確認した」と述べました。
これに対し、マティス長官も、「日本とアメリカの同盟関係は、アジア太平洋地域の安定のための要であることは変わっておらず、高い重要性を持っている。日米安全保障条約のもとで日本や地域の自由と安全を守っていくことを確認した」と述べました。
さらに、稲田大臣は、「厳しさを増す安全保障環境を踏まえ、日本は、防衛力を質も量もしっかり強化し、みずからが果たしうる役割の拡大をはかっていく方針を伝えた」と述べました。
一方、マティス長官は、アジア太平洋地域へのアメリカの関与を強化していくとしたうえで、「尖閣諸島に対しては、長きにわたるわれわれの政策を堅持し、日本の施政下にあり、日米安保条約の第５条が適用されるとはっきり申し上げた」と述べ、沖縄県の尖閣諸島はアメリカの日本に対する防衛義務を定めた日米安全保障条約第５条の適用範囲だという考えを表明しました。
また、稲田大臣は、沖縄のアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設が基地の危険性を除去するための唯一の解決策であることをマティス長官と確認したとしたうえで、移設に向けた工事を着実に進めていく考えを伝えたことを明らかにしました。
一方、稲田大臣は、トランプ大統領が先に増額を求める考えを示した在日アメリカ軍の駐留経費について、「安倍政権になってから、わが国の防衛力を伸ばし、価値観を共有する国々への能力構築支援など、この地域の平和と安定のために積極的な役割を果たしている。在日米軍の駐留負担は、全く議論がなかった。双方の合意に基づき、適切に負担していると考えている」と述べました。
これに対し、マティス長官は、「日本とのコスト分担の在り方は他国にも手本になる。安全保障環境がより厳しくなる中、日本はそれに従っている」と述べ、評価しました。
日米防衛相会談では、地域情勢が議論となり、稲田大臣とマティス長官は、東シナ海と南シナ海での中国の海洋進出は、アジア太平洋地域の安全保障上の懸念であるという認識を共有するとともに、北朝鮮による核・ミサイル開発が進んでいることは、日米両国と地域の安定に対する安全保障上の重大な脅威であるという認識で一致しました。
「東アジアの安全保障情勢は厳しい」
マティス国防長官は、「北朝鮮の核ミサイルの脅威や、東シナ海や南シナ海での中国の敵対的な行動によって安全保障環境は変化していると認識している」と述べ、北朝鮮や中国の行動によって東アジアの安全保障情勢は厳しさを増しているという認識を示しました。
そのうえでマティス長官は、「中国は南シナ海で周辺国の信頼を完全に失った。国際秩序に基づいたルールに従わねばならない。紛争があれば、仲裁の手続きをとるべきで、帰属の決まっていない土地や国際水域を軍事力によって支配しても解決にはならない」と述べて、南シナ海での中国の行動を批判しました。
しんぶん赤旗　2017年2月5日(日)
日米同盟強化が鮮明に　マティス国防長官　初来日　さらなる軍拡の危険も

　大統領選挙前、「在日米軍撤退」にも言及していたトランプ政権の発足後、初めてとなるマティス米国防長官の来日（３、４日）。“同盟弱体化”どころか、「抑止力・対処力を一層強化する」（４日の日米防衛相会談）として、同盟強化の方向が鮮明になりました。今後も在日米軍基地の強化や、新ガイドライン（日米軍事協力の指針）と安保法制＝戦争法に基づく日米の軍事一体化、自衛隊の海外派兵拡大の方向が狙われることになります。
辺野古推進を確認

　その端緒となる動きが、沖縄県名護市辺野古の米軍新基地建設の動きです。安倍晋三首相との会談（３日）では、新基地建設が普天間基地問題の「唯一の解決策」であり、防衛相会談では「１日も早い」完成が確認されました。
　安倍政権は、辺野古での護岸工事に伴う汚濁防止膜を固定するコンクリートブロック２２８個を、早ければ６日から投下する構えを見せています。マティス氏の来日に加え、１０日に予定されている日米首脳会談に向けてのアピールであることは明らかです。
米軍経費「手本」

　トランプ氏が大統領就任前、「１００％負担」に言及したことで、在日米軍駐留経費のあり方も注目されました。世論調査では圧倒的多数が負担増に反対し、開会中の国会でも野党側から懸念が相次ぎました。
　こうした動きを反映して、今回の訪日では議題になりませんでした。しかし、マティス氏は世界でも突出した日本の米軍経費負担が「世界の手本になる」と絶賛し、今後も維持を求めました。さらに政府・与党内では、すでに次期中期防衛力整備計画（２０１９～２３年度）をめぐる議論が開始されており、トランプ政権の意向を反映して、さらなる軍拡の方向に傾く危険があります。
日本防衛と無縁

　見過ごせないのは、マティス氏が「尖閣諸島が日本の施政下にあり、日米安保条約５条が適用される」と述べたことで、日本側が米国の“防衛義務”を確認したとして安堵（あんど）していることです。
　しかし、これは単に「適用される」だけであり、実際に在日米軍が尖閣諸島をめぐる紛争に対処するかどうかは別問題です。在日米軍は大半が地球規模の遠征部隊であり、「日本防衛」の第一義的な義務を負っているわけではないことは、これまでと何ら変わりません。
「核の傘」に固執

　「核の傘」を含む米国の「拡大抑止のゆるぎないコミットメント」が確認されたのも重大です。３月下旬から国連で核兵器禁止条約をめぐる会議が始まる中、日米両国が同条約締結の妨害勢力として否定的な役割を果たすことを示したものです。世界で唯一の被爆国でありながら、恥ずべき姿勢です。（竹下岳)
■日米防衛相会談のポイント

〇北朝鮮の核・ミサイル開発は「重大な脅威」
〇尖閣諸島は日本の施政下。安保条約５条の適用範囲
〇南シナ海への関与を強化
〇米国の拡大抑止（核の傘）のコミットメント
〇ガイドライン踏まえ同盟の抑止力・対処力を一層強化
〇辺野古新基地は「唯一の解決策」、「１日も早い」建設を
〇日本の在日米軍経費負担は「他国の手本」
日米首脳会談の焦点 米の専門家はどう見る
ＮＨＫ2月5日 9時16分
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アメリカのマティス国防長官による日本訪問が終わり、焦点は、今月１０日にワシントンで行われる安倍総理大臣とトランプ大統領の就任後初めての日米首脳会談の行方へと移りました。日米首脳会談について、笹川平和財団米国の会長で、太平洋軍司令官を務めたデニス・ブレア氏がＮＨＫのインタビューに答え、「トランプ大統領は、これまで日本とはあまり関わりがなかった。日本との関係について知ることを楽しみにしている」と述べ、日米関係についての安倍総理大臣の話に耳を傾ける機会になるという見方を示しました。
ブレア氏は、トランプ大統領にとって首脳会談の重要な議題は安全保障と貿易だとしたうえで、まず安全保障の分野で日本側は、在日米軍への支援を強化することや、防衛の重点を従来のロシアを意識した北から、中国や北朝鮮の動向をにらんで南西に移していくペースを上げることが必要だと指摘しました。
そのうえで、「防衛費について、日本がＧＤＰに対する割合が１％という制約を打ち破って、その時の脅威の程度にしたがって予算を決められるよう、柔軟に対応することを望む」と述べ、トランプ大統領がこうした点に触れる可能性があるとしています。
一方で、トランプ大統領が選挙戦で主張した、日本が駐留経費の負担を増やさなければ米軍を撤退させると主張したことについて、ブレア氏は「単純な話ではない。同じ目的を共有する同盟国の間の議論は、そのように簡単なものではない」と述べ、大統領の側から持ち出す可能性は低いという見方を示しました。
さらに経済面では、「両首脳は、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の発効が困難になる中、どのようにして日米両国の経済関係を発展させていくのかを協議することが重要だ」と述べ、貿易の分野で両国の関係が停滞することがないよう、前向きな議論を行うことが必要だと強調しました。
同時にブレア氏は「トランプ大統領が誕生した主要な背景には、雇用を増やしてほしいというアメリカ人の期待があった」と述べ、首脳会談を成功させるには、トランプ氏を取り巻くこうしたアメリカ国内の事情を勘案して、雇用の面で日本が果たしている役割を強調することも重要だと指摘しています。
「トランプ政権の安全保障の考えは非常に常識的」海自 元海将
ＮＨＫ2月4日 17時24分
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稲田防衛大臣とアメリカのマティス国防長官の会談で日米同盟の重要性などを確認したことについて、海上自衛隊の司令官としてアメリカ海軍とやり取りしてきた元海将は「トランプ政権の日本やアジアに対する安全保障上の考えは非常に常識的であることが確認できた」と話しています。
４日の日米防衛相会談で日米同盟の重要性を確認したことについて、海上自衛隊で自衛艦隊司令官などを務めた元海将の香田洋二さんは「トランプ政権の日本やアジアに対する安全保障上の考えは非常に常識的で、トランプ大統領が選挙中に言っていたような極端なものではないことが確認できた」と話しています。
そのうえで、マティス長官が沖縄県の尖閣諸島がアメリカの日本に対する防衛義務を定めた日米安全保障条約第５条の適用範囲だという考えを表明したことについては、「トランプ政権としても中国に対してちゃんと布石を打ったということだ。日米同盟、安保条約の重要性はトランプ政権でも同じだという信号を初めて明確に送った」と指摘しています。
またマティス長官が、「日本とのコスト分担の在り方は他国にも手本になる」と述べたことについては、「単純に日本の駐留経費の負担が大きいということではない。日本には第７艦隊を含めるとおよそ７万人のアメリカ兵がいて、海兵隊も空軍も海軍もすぐに展開できる状況を維持している。在日アメリカ軍は何かあったときにいちばん最初に柔軟に使える部隊でアメリカの世界戦略で、その貢献度は突出している。日本がその支援をハード面でもソフト面でも十分に提供しているからこそそういう言い方をしたのだと思う」と述べ、アメリカ軍の駐留経費の負担が課題となる可能性は低いのではないかという認識を示しました。
自衛隊幹部のマティス国防長官の印象は
防衛省を訪れたアメリカのマティス国防長官について、自衛隊の幹部の１人は、「記者会見での落ち着いた話し方や、淡々としたふるまいから、部隊の指揮官を経験してきた誠実な元軍人という印象を受けた。日米関係の重要性を強調していたことから、今後、現場でもこれまで以上に日米の連携が進むのではないかと感じた。また、国際社会での緊張が高まらないよう言葉を選んで慎重に発言していると思った。トランプ政権でのアメリカ軍の動向を注視していきたい」と話していました。
また別の幹部は、「記者会見での受け答えがはっきりしていることから、元軍人らしいと感じた。尖閣諸島など、アジア太平洋地域に関する日米関係の大枠については、これまでのスタンスを維持していくということなので、現場としては今後も与えられる任務にしっかり対応していきたい」と話していました。
中国 米に挑発的な対応取らないよう求める
ＮＨＫ2月4日 23時09分
中国で外交を統括する楊潔チ※国務委員は、アメリカで安全保障を担当するフリン大統領補佐官と電話で会談し、「アメリカの新政権が敏感な問題を、しっかりと管理するよう望む」と述べ、台湾問題などで、挑発的な対応を取らないよう求めました。
中国外務省の発表によりますと、中国で外交を統括する楊潔チ※国務委員は、ホワイトハウスで安全保障を担当するフリン大統領補佐官と３日、電話で会談しました。
この中で、楊国務委員は「両国間には広範囲な共通の利益と、協力し合える潜在力がある」と述べ、米中協力の重要性を強調しました。
そのうえで、「アメリカの新政権が中国とともに努力し、対立点や敏感な問題をしっかりと管理するよう望む」と述べました。
中国としては、トランプ大統領が「１つの中国」という考え方を、中国の対応次第で見直す可能性を示唆する中、アメリカに対して、台湾問題をはじめ、南シナ海や東シナ海などの問題で、挑発的な対応を取らないよう求めたかたちです。
これに対して、フリン補佐官は「アメリカ政府は力強い両国関係の発展に、尽力する」と応じたとしています。
先月のトランプ政権発足後、米中の高官が電話会談を行ったと伝えられるのはこれが初めてで、中国としては、トランプ政権の今後の対中政策を見定めたい思惑もあるものと見られます。
※「チ」は竹冠に「褫」のつくり部分
米長官の尖閣防衛発言に反発＝「問題を複雑化」と中国外務省
　【北京時事】中国外務省の陸慷報道局長は３日夜、マティス米国防長官が沖縄県・尖閣諸島（中国名・釣魚島）について、日米安保条約の適用対象と確認したことを受け、「米側は釣魚島の主権問題で誤った発言を停止し、問題をさらに複雑化させたり、地域情勢に不安定要素をもたらしたりすることのないようにすべきだ」と反発する談話を発表した。
　陸局長は「釣魚島は中国固有の領土であり、歪曲（わいきょく）できない歴史的事実だ」と改めて領有権を強調。日米安保条約を「冷戦時代の産物だ」と批判した上で、「中国の領土主権と正当な権益を損なってはならない」と主張した。（時事通信2017/02/04-01:16）
海上発射試験に成功＝日米開発の迎撃ミサイル－防衛装備庁
　防衛装備庁は４日、日米が共同で開発しているイージス艦搭載迎撃ミサイル「ＳＭ３ブロック２Ａ」の発射試験をハワイ沖で行い、成功したと発表した。
　ＳＭ３は短・中距離弾道ミサイルの迎撃が目的で、北朝鮮のミサイル開発などに対応する狙いがある。２０２１年度までに海上自衛隊のイージス艦に配備予定。同庁によると、海上での発射試験は初めて。
　４日午後５時すぎ（日本時間）、ハワイのカウアイ島から打ち上げられた模擬標的を、米海軍のイージス艦に搭載したブロック２Ａで撃ち落とした。（時事通信2017/02/04-20:53）
政府 日米同盟強化に向け防衛力整備検討へ
ＮＨＫ2月5日 7時31分
政府は、アメリカのマティス国防長官の日本訪問で日米同盟の強化で一致したことを受けて、今月１０日の日米首脳会談で、こうした認識を首脳どうしで確認するとともに、今後、同盟強化に向けた防衛力整備の在り方を検討していく方針です。
アメリカのマティス国防長官は、トランプ政権の閣僚として初めて日本を訪れ、２日間の滞在中、安倍総理大臣と会談したほか、稲田防衛大臣と初めての日米防衛相会談を行うなどしました。
一連の会談では、日米同盟を強化し、安全保障上の課題に協力して取り組んでいくことで一致し、安倍総理大臣や稲田大臣は、日本として防衛力を強化し、役割の拡大を図っていく方針を伝えました。また、マティス長官は、沖縄県の尖閣諸島はアメリカの日本に対する防衛義務を定めた日米安全保障条約第５条の適用範囲だという考えを示しました。
さらに、トランプ大統領が先に在日アメリカ軍の駐留経費の増額を求める考えを示していたことに関連して、稲田大臣は共同記者会見で「適切に負担していると考えている」と述べ、マティス長官も「日本とのコスト分担の在り方は他国にも手本になる」と述べ、評価しました。
政府は、マティス長官の訪問で日米同盟の強化で一致したことを受けて、今月１０日の日米首脳会談で、こうした認識を安倍総理大臣とトランプ大統領の間で確認したいとしています。
そして、東シナ海や南シナ海での中国の海洋進出の動きや、北朝鮮による核実験や弾道ミサイルの発射など、日本を取り巻く安全保障環境が厳しさを増す中、日米同盟の抑止力や対処力をさらに強化するため、防衛費の水準も含めて、防衛力整備の在り方を検討していく方針です。
米マティス国防長官 防衛力強化で日本の果たす役割に期待
ＮＨＫ2月4日 18時40分
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アメリカのトランプ政権の閣僚として初めて日本を訪れたマティス国防長官は、アジア太平洋地域の安全保障を重視する姿勢を明確に打ち出すとともに、北朝鮮や中国を念頭に日米双方とも防衛力を強化していく必要があるという認識を示し、日本の果たす役割に期待を示しました。
アメリカのマティス国防長官は４日、稲田防衛大臣との日米防衛相会談のあと就任後初めてとなる記者会見に臨みました。
この中でマティス長官は「トランプ政権は、この地域に高い優先度を置いていることをはっきりさせておきたい」と述べて、アジア太平洋地域の安全保障を重視する姿勢を明確にしました。そして北朝鮮の核とミサイルの脅威への対応を喫緊の課題に位置づけ、日米韓３か国の連携の重要性を強調しました。
さらに中国については、東シナ海と南シナ海で挑戦的な行動をとっているとしたうえで、「中国は南シナ海で周辺国の信頼を完全に失った。紛争があったとしても帰属の決まっていない土地や公海、公の海を軍事力によって支配しても解決にはならない」と厳しく批判しました。そのうえで南シナ海での人工島の造成への対応については、「現時点では軍事的な行動ではなく、外交による解決が最善だ」と述べ、トランプ政権としても外交努力による解決を目指すべきだという考えを示しました。
そして地域の安全と安定のため日米同盟は不可欠だとしたうえで、「喫緊の課題に直面する今、われわれは現状に満足してはならず、同盟の発展に合わせ軍の能力と兵力に投資し続けることが重要だ」と述べて、日米双方とも防衛力を強化していく必要があるという認識を示し、アジア太平洋地域で今後、日本の果たす役割に期待を示しました。
北朝鮮の核実験とミサイル発射
北朝鮮は去年１月と９月に２回の核実験を強行し、核爆弾の小型化などを目指すなど能力の向上を図っていると見られています。さらに、防衛省によりますと、北朝鮮は去年、例年にないペースで弾道ミサイルの発射を繰り返し、合わせて２３発に上りました。ミサイルの種類は多岐にわたり、これまで発射が確認されていなかった新型の中距離弾道ミサイル「ムスダン」と見られるものを合わせて８発発射したほか、去年８月には潜水艦発射弾道ミサイルと見られる１発を発射し、およそ５００キロ飛行させました。
また、去年８月に発射された弾道ミサイルは秋田県・男鹿半島の西、およそ２５０キロの日本の排他的経済水域に初めて落下し、翌９月にも３発の弾道ミサイルが北海道奥尻島の西、およそ２００キロから２５０キロの排他的経済水域に落下しました。
去年１０月２０日以降、弾道ミサイルの発射は確認されていませんが、北朝鮮は、キム・ジョンウン（金正恩）朝鮮労働党委員長が元日の演説で、ＩＣＢＭ＝大陸間弾道ミサイルの発射実験の準備が「最終段階に入った」と述べるなど、発射を強行する可能性も示唆しています。
中国の海洋進出これまでにない動き
中国は海洋進出をさらに強めていて、この１年はこれまでになかった動きも見せています。
去年６月には沖縄県の尖閣諸島の久場島沖で、中国海軍のフリゲート艦が日本の領海のすぐ外側にある接続水域を航行したのが初めて確認されました。また、同じ６月には、鹿児島県の口永良部島沖で、中国の情報収集艦が、日米印３か国の共同訓練に参加していた艦艇を追うようにして日本の領海に侵入しました。さらに、去年１２月には、中国海軍の空母が沖縄本島と宮古島の間を通過し、東シナ海から太平洋に出たことが初めて確認されました。
中国は南西諸島から台湾、フィリピンにかけてのラインを「第１列島線」と呼び、国防上の重要な境界線と位置づけていますが、太平洋に出た空母は南下して中国の海南島に寄港し、その後、北上して台湾の周囲を１周する形で航行しました。
一方、上空でも中国軍の活動が活発になっています。沖縄本島と宮古島の間の上空では中国の爆撃機などの飛行がこれまでにも確認されていますが、去年９月には、戦闘機と見られる２機がこの空域を通過して太平洋に出たのが初めて確認されました。
その後、去年１１月と１２月にも、中国の戦闘機が同じように太平洋に出たのが相次いで確認されています。中国の軍用機は、このほかにも東シナ海を中心に頻繁に確認されていて、去年４月から１２月までの９か月間に自衛隊機が行ったスクランブル＝緊急発進は、中国機に対するものが最も多く、その数は６４４回とすでに昨年度１年間の回数を上回っています。
駐留経費負担を評価＝新政権とも同盟強化－日米防衛相会談


日米防衛相会談であいさつする稲田朋美防衛相（写真右）とマティス米国防長官＝４日午前、防衛省（代表撮影）
　安倍政権はマティス米国防長官を迎えて３、４の両日行った一連の会談で、トランプ新政権との間でも同盟関係を強化していくことで一致した。焦点となった在日米軍駐留経費の日本側負担について、マティス氏は適切との認識を表明。アジア太平洋地域の安全保障に引き続き関与する方針も示した。安倍晋三首相は１０日にワシントンで行うトランプ大統領との初の首脳会談で、「強固な日米同盟」を国際社会に示すことを目指す。
米長官、尖閣に「安保条約適用」＝核抑止力提供も確約－安倍首相、日本の防衛力強化
　稲田朋美防衛相は４日、マティス氏と防衛省で約１時間半会談。この後の共同記者会見で「日米同盟はわが国とアジア太平洋地域の平和と安定の確保のために重要だ。わが国は防衛力を質も量も強化し、自らが果たし得る役割の拡大を図る」と防衛力増強に意欲を表明。マティス氏は「米国は日本の防衛に関与し続け、域内の平和、繁栄、自由のため同盟をさらに強化していく」と応じた。
　米軍駐留経費に関し、トランプ氏は就任前、日本が全額負担しなければ撤退する可能性に言及、日本側を懸念させた。一連の会談では議題にならなかったが、マティス氏は会見で「日本と米国の経費分担は他国の手本になるものだ」と評価。稲田氏も「双方の合意に基づいて適切に負担している」との見解を示した。　
　日米双方は、東・南シナ海への進出を強める中国に関し「アジア太平洋地域の安全保障上の懸念だ」との認識を共有、南シナ海への関与を強化していく方針で一致した。マティス氏は、沖縄県・尖閣諸島が、米国の対日防衛義務を定めた日米安保条約第５条の適用対象になると明言、「日本の施政を損なういかなる一方的な行動にも反対する」と述べた。稲田氏は「航行の自由作戦」を含む南シナ海での米軍の行動を支持した。
　北朝鮮が核・ミサイル開発を進展させていることに対しては「重大な脅威」との認識で一致した。マティス氏は米国の「核の傘」を含む「拡大抑止」の提供を維持する考えを表明。日米韓３カ国の連携強化を図ることも確認した。
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）も議題となり、名護市辺野古への移設が「唯一の解決策」との立場を確認。早期実現に向け、取り組みを着実に進めるとした。（時事通信2017/02/04-17:16）
米長官、在日軍への負担評価＝中朝けん制、抑止力強化－普天間移設急ぐ・防衛相会談


会談前に握手するマティス米国防長官（左）と稲田朋美防衛相＝４日午前、防衛省（代表撮影）
　稲田朋美防衛相は４日午前、来日中のマティス米国防長官と防衛省で約１時間半会談した。焦点の在日米軍駐留経費に関し、マティス氏は日本側の負担を評価。双方は日米同盟の抑止力と対処能力強化で連携する方針も確認した。中国の強引な海洋進出や、北朝鮮の核・ミサイル開発を強くけん制。米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）移設の早期実現を目指すことでも一致した。
米長官、尖閣に「安保条約適用」＝核抑止力提供も確約－安倍首相、日本の防衛力強化
　トランプ米大統領が就任前に不満を示していた在日米軍駐留経費の日本側負担に関し、マティス氏は会談後の共同記者会見で「日本と米国のコスト分担の在り方は他国の手本になるものだ」と明言。稲田氏も「適切な負担と考えている」と述べた。ただ、会談では負担の在り方は議題にならなかったという。
　会談で稲田氏は「日米同盟が強いものであることは、わが国のみならずアジア太平洋地域の平和と安定の礎として大変重要だ」と表明。マティス氏も「日米同盟がこの地域で平和、繁栄、自由の礎になっていく」と応じた。
　同盟の在り方に関し、マティス氏は会見で「それぞれの能力を強化していかなくてはならない」と述べ、日本の防衛力強化に期待を示した。


会談を終え、共同記者会見を行う稲田朋美防衛相（右）とマティス米国防長官＝４日午前、防衛省
　東・南シナ海での中国の活動に対し、両氏は「アジア太平洋地域の安全保障上の懸念」との認識で一致。マティス氏は、中国が領有権を主張する沖縄県・尖閣諸島について、米国の対日防衛義務を定めた安保条約第５条の適用対象と改めて確認した。会見でマティス氏は中国を名指しで「対決的な行動を強めている」と警戒感を示したが、「（南シナ海で）軍事的対応を考えているわけではない」と、外交的解決を目指す姿勢を示した。
　北朝鮮の核・ミサイル開発も「重大な脅威」との認識を共有。稲田氏は会見で「何かあれば米国の打撃力もあるとの抑止力も含めた形で対峙（たいじ）していくことが重要だ」と語った。
　普天間飛行場に関し、両氏は「一日も早い移設と返還が必要」との立場で一致。名護市辺野古への移設計画を「唯一の解決策」として、引き続き実現に向け協力していくことを申し合わせた。マティス氏は稲田氏の訪米を招請した。　

◇日米防衛相会談のポイント
　一、北朝鮮の核・ミサイル開発は重大な脅威
　一、中国の東・南シナ海での活動は安全保障上の懸念材料
　一、米側は在日米軍駐留経費の日本側負担を評価
　一、日米同盟の抑止力、対処能力を一層強化
　一、米軍普天間飛行場の移設を早期実現
　一、尖閣諸島は日米安保条約の適用対象
（時事通信2017/02/04-13:10）
日米防衛相会談 日本側は防衛力強化 役割拡大の方針伝える
ＮＨＫ2月4日 19時23分
稲田防衛大臣は、アメリカのマティス国防長官と初めての日米防衛相会談を行い、会談後の共同記者会見で、日本として、防衛力を強化し、役割の拡大をはかっていく方針を伝えたことを明らかにしました。一方、マティス国防長官は、在日アメリカ軍の駐留経費に関連して、「日本とのコスト分担の在り方は他国にも手本になる」と述べ、評価しました。
日米防衛相会談は、４日午前、東京・市谷の防衛省で１時間半近く行われ、終了後、稲田防衛大臣とマティス国防長官は、そろって記者会見しました。この中で、稲田大臣は、「日米同盟が、わが国とアジア太平洋地域の平和と安定を確保する上で重要で、同盟の抑止力、対処力を一層強化すべく日米の連携を確認した」と述べました。
これに対し、マティス長官も、「日本とアメリカの同盟関係は、アジア太平洋地域の安定のための要であることは変わっておらず、高い重要性を持っている。日米安全保障条約のもとで日本や地域の自由と安全を守っていくことを確認した」と述べました。
さらに、稲田大臣は、「厳しさを増す安全保障環境を踏まえ、日本は、防衛力を質も量もしっかり強化し、みずからが果たしうる役割の拡大をはかっていく方針を伝えた」と述べました。
一方、マティス長官は、アジア太平洋地域へのアメリカの関与を強化していくとしたうえで、「尖閣諸島に対しては、長きにわたるわれわれの政策を堅持し、日本の施政下にあり、日米安保条約の第５条が適用されるとはっきり申し上げた」と述べ、沖縄県の尖閣諸島はアメリカの日本に対する防衛義務を定めた日米安全保障条約第５条の適用範囲だという考えを表明しました。
また、稲田大臣は、沖縄のアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設が基地の危険性を除去するための唯一の解決策であることをマティス長官と確認したとしたうえで、移設に向けた工事を着実に進めていく考えを伝えたことを明らかにしました。
一方、稲田大臣は、トランプ大統領が先に増額を求める考えを示した在日アメリカ軍の駐留経費について、「安倍政権になってから、わが国の防衛力を伸ばし、価値観を共有する国々への能力構築支援など、この地域の平和と安定のために積極的な役割を果たしている。在日米軍の駐留負担は、全く議論がなかった。双方の合意に基づき、適切に負担していると考えている」と述べました。
これに対し、マティス長官は、「日本とのコスト分担の在り方は他国にも手本になる。安全保障環境がより厳しくなる中、日本はそれに従っている」と述べ、評価しました。
日米防衛相会談では、地域情勢が議論となり、稲田大臣とマティス長官は、東シナ海と南シナ海での中国の海洋進出は、アジア太平洋地域の安全保障上の懸念であるという認識を共有するとともに、北朝鮮による核・ミサイル開発が進んでいることは、日米両国と地域の安定に対する安全保障上の重大な脅威であるという認識で一致しました。
「東アジアの安全保障情勢は厳しい」
マティス国防長官は、「北朝鮮の核ミサイルの脅威や、東シナ海や南シナ海での中国の敵対的な行動によって安全保障環境は変化していると認識している」と述べ、北朝鮮や中国の行動によって東アジアの安全保障情勢は厳しさを増しているという認識を示しました。
そのうえでマティス長官は、「中国は南シナ海で周辺国の信頼を完全に失った。国際秩序に基づいたルールに従わねばならない。紛争があれば、仲裁の手続きをとるべきで、帰属の決まっていない土地や国際水域を軍事力によって支配しても解決にはならない」と述べて、南シナ海での中国の行動を批判しました。
日米防衛相会談 強固な日米同盟の重要性確認
ＮＨＫ2月4日 10時33分
稲田防衛大臣と、トランプ政権の閣僚として初めて日本を訪れているアメリカのマティス国防長官による初めての日米防衛相会談が行われ、強固な日米同盟がアジア太平洋地域の平和と安定にとって重要だという認識で一致しました。
日米防衛相会談は午前９時１５分ごろから始まり、冒頭、稲田大臣は、「マティス長官が最初の訪問先の１国として日本を選ばれたことは、アジア太平洋地域への関与と関心の高さを示したものと歓迎する。アジア太平洋地域の安全保障環境は厳しさを増しており、日米同盟がしっかりと強いものであることは、わが国のみならずアジア太平洋地域の平和と安定の礎として大変重要だ。日米同盟を一層強化するためにともに努力したい」と述べました。
これに対しマティス長官は、「日米同盟は、この地域の平和や繁栄、それに自由の礎だ。初めての外国訪問にこの地域を選んだのは、優先順位が高いからだ。今後も緊密な協調関係を築いていきたい」と述べ、強固な日米同盟がアジア太平洋地域の平和と安定にとって重要だという認識で一致しました。
会談では、核実験や弾道ミサイルの発射を繰り返している北朝鮮への対応や、中国が海洋進出の動きを強めている東シナ海や南シナ海の情勢、それに、沖縄のアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設計画などをめぐって、意見を交わしたものと見られます。
会談は午前１０時４０分ごろに終わりました。
国防長官、経費負担を評価　日米、南シナ海で関与強化

共同通信2017/2/4 13:21
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儀仗（ぎじょう）隊の栄誉礼を受けるマティス米国防長官。左は稲田防衛相＝4日午前、防衛省

　稲田朋美防衛相は4日午前、マティス米国防長官と防衛省で初めて会談した。日本による米軍駐留経費負担は議論にならず、マティス氏は会談後の共同記者会見で「日本はコストや負担の共有に関してモデルとなってきた。他国が見習うべきお手本だと言える」と評価した。双方は、南シナ海での中国の活動に関し「安全保障上の懸念」として関与を強化する方針で合意した。

　北朝鮮の核・ミサイル開発は、日米両国と地域への重大な脅威との認識で一致。日米韓で連携対処することを確認した。

　在日米軍駐留経費を巡っては、トランプ米大統領が選挙中に負担増を求める考えを示していた。

日米共同開発の新型迎撃ミサイル 海上発射試験成功
ＮＨＫ2月5日 6時20分
防衛省は、弾道ミサイルに対応するためアメリカと共同開発を進めている新型の迎撃ミサイルについて、ハワイ沖の海上で発射試験を行い、成功したと発表しました。
発射試験に成功したのは「ＳＭ３ブロック※２Ａ」というイージス艦に搭載する新型の迎撃ミサイルで、弾道ミサイルへの対応をより確実にするため、平成１８年から日米共同で開発を進めています。
防衛省によりますと、日本時間の４日、ハワイ沖の海上でアメリカ軍のイージス艦から発射し、弾道ミサイルと仮定した標的を迎撃したということです。
「ＳＭ３ブロック※２Ａ」は、センサーの改良によって弾道ミサイルを探知する能力が向上するほか、燃料の搭載容量が増えるため、射程が伸び、防護できる範囲が大幅に拡大するとされています。
おととし６月と１２月にアメリカのカリフォルニア州で地上の施設から発射試験を行ったのに続き、今回は初めての海上での試験となりました。
防衛省は今後、海上での発射試験をもう１度行う予定で、データの解析を進めるなどして、来年度からミサイルの製造を開始したいとしています。
※「２」は正しくはローマ数字
防衛相 ミサイル迎撃能力向上は重要
稲田防衛大臣は東京都内で記者団に対し、アメリカと共同開発を進めている、新型の迎撃ミサイルの発射試験が成功したことについて、「北朝鮮のミサイルの状況からすれば、ミサイル迎撃能力を日米でしっかりと向上させていくことは重要だ。きのうの日米防衛相会談で申し上げた、『しっかりと日本の役割を果たしていく、拡大していく』という方向性にも合致している。北朝鮮の脅威に対して、しっかりミサイル防衛の能力を構築していくことは、大変重要なことだ」と述べました。
新型ミサイル迎撃実験に成功　ハワイ沖、日米で共同開発中

共同通信2017/2/4 21:18

　防衛装備庁は4日、日米両政府がミサイル防衛（MD）の一環として共同開発している海上配備型迎撃ミサイル（SM3ブロック2A）で標的を迎撃する実験を初めて行い、正常に行われたことを確認したと発表した。

　同庁によると、実験は米・ハワイ沖で同日（日本時間）実施。洋上に展開した米軍のイージス艦から発射されたSM3ブロック2Aで、上空を移動する弾道ミサイルに見立てた標的の迎撃に成功した。両政府は今後も迎撃実験を行う予定だ。

　SM3ブロック2Aは、海上自衛隊のイージス艦に搭載しているブロック1Aの改良版で、2006年度から開発に着手した。

Ｆ３５のコスト削減で合意＝日本向けは１億ドル切る－米国防総省


ステルス戦闘機Ｆ３５Ａ＝２０１３年９月、米ユタ州（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】米国防総省と米航空機大手ロッキード・マーチンは３日、同社が製造する最新鋭ステルス戦闘機Ｆ３５のコスト削減で合意したと発表した。このうち航空自衛隊が調達する空軍仕様のＦ３５Ａは、価格が従来に比べて７．３％引き下げられ、１機９４６０万ドル（約１０７億円）と初めて１億ドルを下回った。
　国防総省によれば、今回の合意に基づく９０機分の生産契約で、計７億２８００万ドル（約８２０億円）のコストが圧縮される。引き渡し開始は２０１８年の早い時期で、うち日本向けは４機。航空自衛隊はこれを含め４２機を調達し、三沢基地（青森県）に配備する計画だ。
　国防総省でＦ３５開発計画の責任者を務めるボグダン空軍中将は、声明で「納税者、米政府、同盟国、産業界にとって好ましく公正な契約となった」と強調した。（時事通信2017/02/04-06:50）
「日米安保に禍根残す」＝辺野古移設確認を批判－沖縄知事
　【ワシントン時事】訪米中の翁長雄志沖縄県知事は３日、ワシントンで記者会見し、安倍晋三首相とマティス米国防長官が会談で米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設の履行を確認したことについて、「残念だ。辺野古が唯一の解決策という考え方に固執すると、今後の日米安保体制に大きな禍根を残す」と批判した。


３日、米ワシントンで記者会見する翁長雄志沖縄県知事
　これに先立って国務省を訪れた際、ヤング日本部長らにこうした見解を伝えたという。


３日、米ワシントンで国務省のヤング日本部長らと会談する沖縄県の翁長雄志知事（右手前から３人目）＝沖縄県提供
　知事は会見で、日米両政府が自身の訪米中に辺野古移設の推進を申し合わせたことに反発し、「沖縄県民に対して大変失礼なやり方ではないか」と強調。「（移設阻止に向けた）私の決意はかえって強くなってきている」と語った。　
　訪米に同行した稲嶺進名護市長も同じ会見で、首相と国防長官の会談を「辺野古が唯一と言うが、根拠が全く説明されていない。絶対に沖縄県民は納得できない」と非難。「市長の権力をしっかり市民のために行使していきたい」と述べ、自身の権限を駆使して移設阻止を目指す考えを示した。（時事通信2017/02/04-10:07）
翁長・沖縄知事「安保に禍根」　辺野古推進に、米で会見
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ワシントンのナショナル・プレスクラブで記者会見する沖縄県の翁長雄志知事＝3日（共同）

　【ワシントン共同】米首都ワシントンを訪問中の沖縄県の翁長雄志知事は3日（日本時間4日）、マティス米国防長官が米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設が唯一の解決策との認識を示していることについて「辺野古に固執すると日米安保体制に大きな禍根を残す」と強調した。ナショナル・プレスクラブで記者会見した。

　辺野古移設阻止を目的とした自らの訪米中に、日米両政府が辺野古移設の着実な推進で一致したことに関しては「今後も辺野古新基地建設反対を継続的に訴えていく。私の決意はかえって強くなっている」と述べた。

訪米の沖縄県知事「沖縄の事情理解してもらえた」
ＮＨＫ2月4日 10時51分
アメリカを訪れている沖縄県の翁長知事は、一連の日程を終えて現地で記者会見し、沖縄のアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設の見直しを訴えたことについて、「多くの方に沖縄の事情を理解してもらえた」と述べました。
沖縄県の翁長知事は、トランプ政権の発足にともない、アメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設の見直しを訴えたいとして、先月３１日からアメリカのワシントンを訪問しています。
翁長知事は、日本時間の４日朝、一連の日程を終えて現地で記者会見し、「１３人の下院議員と面談し、１人、２人は、『両政府の合意はしかたない』と話していたが、多くの方からは、『沖縄の実情が理解できた』という話があった」と述べ、訪問の成果を強調しました。
また、アメリカ訪問の期間中に、安倍総理大臣とマティス国防長官が、辺野古への移設が唯一の解決策だと確認したことについて、「日本政府は、焦っているのではないか。沖縄県民に対して失礼なやり方だ」と批判しました。
そのうえで、「新辺野古基地建設を絶対に阻止するという決意はむしろ強くなっている」と述べ、今後も計画の阻止を目指す考えを示しました。
翁長知事は、５日の夜、沖縄に戻る予定です。
沖縄県知事訪米 普天間基地の辺野古移設見直し求める
ＮＨＫ2月4日 10時13分
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アメリカを訪れている沖縄県の翁長知事は、アメリカ国務省のヤング日本部長と会談し、アメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設を見直すよう求めたのに対し、ヤング部長は「辺野古への移設が唯一の解決策だ」と述べ、会談は平行線に終わりました。
アメリカのワシントンを訪れている沖縄県の翁長知事は、日本時間の４日朝早く、アメリカ国務省を訪れ、ヤング日本部長や国防総省の担当者とおよそ４５分間会談しました。
この中で翁長知事は、安倍総理大臣とマティス国防長官が、アメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設が唯一の解決策だと確認したことについて、「沖縄県民は絶対納得しない。日米安保体制を維持するには、沖縄県民の理解がなければ難しく、辺野古への移設に固執すると、多くの禍根を残す」と述べ、見直しを求めました。
国務省の発表によりますと、これに対しヤング部長などは、「政治的、財政的、運用上の理由に加えて、普天間基地の固定化を防ぐという点から、辺野古への移設が唯一の解決策だ」と述べたということで、会談は平行線に終わりました。
しんぶん赤旗2017年2月5日(日)
“県民に失礼、絶対阻止”　訪米の沖縄知事と名護市長　日米「辺野古」確認

　【ワシントン＝洞口昇幸】安倍晋三首相とマティス米国防長官が日本での会談で、沖縄県名護市辺野古での米軍新基地建設の推進を確認したことに対し、同県の翁長雄志知事と稲嶺進名護市長は３日、ワシントン市内の記者会見で「県民に対して大変失礼なやり方だ」（翁長氏）「絶対に納得できない」（稲嶺氏）と非難しました。
　トランプ米新政権の下で新基地建設反対の県民の民意をあらためて伝えるため、翁長氏らは訪米中。今回の訪米を締めくくる記者会見で翁長氏は、県民が新基地建設について「絶対反対という世論を選挙で示してきた」と強調しました。
　翁長氏は、日米両政府が県民をないがしろにするやり方を続け、新基地建設のための工事を強行すれば、これらが世界に知れ渡り、日米安保体制に「もっと大きなダメージがあるのではないか」と指摘。「私の新基地建設を絶対に阻止する決意は変わらない」と語り、工事阻止のためにいろいろな手段を検討していると述べました。
　稲嶺氏は「県民の怒りは止めようがないところまで来ている」と述べ、「市長の権力をしっかり市民のために行使していきたい」と工事阻止の決意と、非暴力の抵抗運動を続ける立場を示しました。
沖縄・辺野古に作業船団到着　政府、6日海上工事

共同通信2017/2/5 08:37

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の移設先、名護市辺野古の海上で本体工事に携わる作業船団が5日午前、現場水域へ到着した。政府は6日に着工する方針だ。訪日したマティス米国防長官と辺野古移設の着実な推進で一致したことを踏まえ、埋め立てに向けた準備を本格化させる。

　海上工事は、護岸造成で生じる汚れが区域外に広がるのを防ぐ「汚濁防止膜」を海中に張る工程から始め、この前段として重りとなる大型コンクリート製ブロック200個以上を海底に据え付ける。未完了となっているボーリング調査も並行して進める。

名護市辺野古の移設計画 ６日に海上工事着手の方針
ＮＨＫ2月4日 18時11分
沖縄のアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設計画で、沖縄防衛局は、埋め立てに向けた海上での工事に、６日、着手する方針を固めました。
沖縄のアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設計画で、沖縄防衛局は、中断していた移設工事を去年１２月に再開しました。辺野古の海上では、これまで、抗議活動の船が入るのを防ぐフロートの設置などが進められていましたが、防衛局は、準備が整ったとして、６日の朝、埋め立てに向けた海上での工事に着手する方針を固めました。
ＮＨＫのヘリコプターからは、４日午前１０時ごろ、海底の地質を調べる大型のボーリング調査船が沖縄本島南部の沖合を航行しているのが確認できました。防衛局は、５日、濁った海水が広がるのを防ぐフェンスを設置するためのコンクリートブロックなどを搬入することにしています。
普天間基地の辺野古移設 あす海上工事に着手へ
ＮＨＫ2月5日 12時01分
沖縄のアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設に向けて、辺野古の沖合には５日朝、海上で作業に当たる船など５隻が到着しました。沖縄防衛局は準備が整えば、６日に海上での埋め立て工事に着手する方針です。
５日朝、辺野古の沖合に到着したのは、海底の地質を確認するためのボーリング調査を行う大型の調査船やコンクリートブロックを積んだ台船など合わせて５隻です。
辺野古の沖合では、沖縄のアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設に向けて、沖縄防衛局が６日、準備が整えば海上での埋め立て工事に着手する方針です。
５日朝到着した台船が積んでいるコンクリートブロックは、今後の工事で濁った海水が広がるのを防ぐ「汚濁防止膜」のおもりとして海に投入されます。
現場では、海上保安庁の船やボートが警戒に当たる中、移設計画に反対する人たちがカヌーで海に出て抗議する様子が見られました。
普天間基地の移設をめぐっては、おととし１０月、埋め立て予定地に隣接する陸上部分で工事が始まっていますが、今回、海上でも工事が行われることになり、今後、移設を阻止したいとする沖縄県側の反発が強まることも予想されます。
「共謀罪」普通の団体も対象の恐れ　「性質一変」の場合は法相見解

東京新聞2017年2月4日 朝刊

　衆院予算委員会は三日、安倍晋三首相と全閣僚が出席する三日間の基本的質疑を終えた。「共謀罪」と同じ趣旨で政府が創設を目指す「テロ等準備罪」について、金田勝年法相は、普通の団体が性質を一変させた場合、組織的犯罪集団として処罰対象になり得ることを認めた。首相や金田氏らはこれまで、処罰対象について「一定の犯罪を行うことを目的とする集団に限定し、一般市民が対象となることがあり得ないよう法案を検討している」と説明してきた。　（山田祐一郎）

　二日の質疑で、民進党の階（しな）猛氏が「一般市民も（組織的犯罪団体の）活動に関与し得る場合があるのではないか」と追及。金田氏は「正当な活動を行っていた集団が、団体の意思決定に基づいて犯罪行為を反復継続して行うよう性質が一変したと認められなければ、組織的犯罪集団と認められることはない」と述べ、普通の団体でも性質が変わったと認められた場合は処罰対象となる可能性を否定しなかった。テロ組織や暴力団、薬物密売組織に限らず、市民団体や労組、会社なども捜査機関の解釈次第で「組織的犯罪集団に変質した」と認定されれば、処罰対象に含まれる恐れが改めて浮き彫りになった。

　例えば、市民団体が基地建設による自然破壊を防ぐため工事車両を止めようと座り込みを決めれば組織的威力業務妨害を目的とする組織的犯罪集団、労組が「社長の譲歩が得られるまで徹夜も辞さない」と決めれば、組織的強要を目的とする組織的犯罪集団と認定される可能性がある。

　三日の質疑では、政府が示した現行法で対処できない事例についても議論があった。首相は、テロ組織が殺傷能力が高い化学薬品を使って大量殺人を計画し、化学薬品の原料の一部を入手した場合、サリン等防止法の予備罪では、サリン以外の薬品に対処できないと説明。民進党の山尾志桜里氏は「サリン以外の薬品は政令で指定できる。具体的に穴があるなら、総理の指示で明日にでも追加指定すればいい」と指摘した。
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空襲被害の補償「今こそ」　法案提出へ、植民地戦犯も

共同通信2017/2/4 08:38

　第2次世界大戦中に空襲に遭った民間人や、朝鮮半島や台湾出身の旧日本軍BC級戦犯への補償をそれぞれ定めた2法案が、今国会中に提出される見込みであることが4日、分かった。与野党の超党派による議員連盟の幹部を務める河村建夫衆院議員（自民）が明らかにした。

　空襲被害の補償法案は過去14回提出され、全て廃案になっている。戦後70年を超え、被害を訴えた生存者も高齢化。「空襲議連」関係者は「存命中に決着するには今しかない」と意気込む。河村氏は取材に「戦後処理の積み残しには国が対応すべきだ。今国会での成立を目指す」と語った。

トランプ氏、不支持率53％　最も支持されない大統領に

共同通信2017/2/4 10:12

　【ワシントン共同】米CNNテレビは3日、トランプ大統領の支持率が44％、不支持率が53％だとする最新の世論調査結果を発表した。就任直後の大統領としては最も不支持率が高く、不支持率が支持率を上回ったのも初めてという。

　トランプ氏が敬愛するレーガン元大統領も就任直後の支持率は51％と決して高くないが、不支持率は13％にとどまった。トランプ氏と同じく大統領選の総得票数で対立候補を下回ったブッシュ元大統領（子）も、支持率は57％とトランプ氏を上回り、不支持率は25％だった。

オスプレイ訓練反対を県に申し入れ
新潟県内の１３団体
新潟日報2017/02/04 13:41
　県内の市民団体などは３日、関山演習場（上越市、妙高市）で３月に実施される日米合同訓練の中止と、参加が調整されている米軍の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイの飛行訓練を行わないことを国に働き掛けるよう、県に要請した。
　県労連などでつくる県憲法センターなど計１３団体の代表らが県庁を訪れ、杉本孝信総務管理部長に要請書を手渡した。
　憲法センターの佐藤一弥代表は「沖縄での事故の原因が解明されるまで、県内での飛行訓練は受け入れられないというのが県民の思いだ」と中止を求めた。
　杉本部長は「県としても住民の安全安心に万全を期すよう国に申し入れている。今後も県民に情報提供をしていく」と応じた。
　憲法センターは同日、新潟市中央区のＪＲ新潟駅前で、オスプレイの県内での飛行に反対する街頭活動を行った。
軍事研究「反対」大多数＝防衛省資金提供に懸念－学術会議公開フォーラムで科学者ら


日本学術会議が主催した安全保障と学術に関するフォーラム＝４日午後、東京都港区
　日本学術会議は４日、大学などの研究機関が軍事研究とどう向き合うかを議論する公開フォーラムを東京都港区の同会議講堂で開いた。大学教授や市民ら２００人以上が参加し、議論では軍事研究に反対する意見が大多数を占めた。
　同会議は１９５０年と６７年に「戦争を目的とする科学研究を行わない」との声明を発している。一方で、防衛省は軍事研究のための資金を提供する「安全保障技術研究推進制度」を２０１５年度に創設。一部の大学が応募する中、同会議は軍事研究への参加に慎重姿勢を示す中間とりまとめを公表していた。


日本学術会議主催のフォーラムで、参加者の話に耳を傾ける安全保障と学術に関する検討委員会の杉田敦委員長（右奥）＝４日午後、東京都港区
　フォーラムでは、６人が意見表明のため登壇。須藤靖東京大大学院教授は同制度に応募しないことを最終とりまとめに明記するよう要望。「学術研究のためという視点を優先して行動すべきだ」と訴えた。福島雅典・先端医療振興財団臨床研究情報センター長は「哲学のない科学、技術は凶器」と指摘し、科学者の責任の重大さを強調した。（時事通信2017/02/04-19:17）
中日新聞2017年2月5日　朝刊
「軍事研究しない」　名大平和憲章３０年、記念シンポ
　戦争目的の研究や教育をしないと明記した「平和憲章」が名古屋大（名古屋市千種区）で制定されてから三十年になる。同大で四日、記念シンポジウムがあり、参加者があらためて軍事研究に協力しない考えを強調した。軍事と科学技術を巡っては、防衛省が二〇一五年度、大学や企業向けに軍事研究の助成制度を創設、大学などの研究機関で議論になっている。
　平和憲章は当時の学生や教職員が中心となり、一九八七年二月五日に制定。平和教育の充実や軍関係機関からの研究資金の受け入れ禁止などを明記している。
　シンポジウムでは制定時の起草委員会事務局長を務めた物理学者の沢田昭二・名古屋大名誉教授（８５）らが講演した。沢田氏は草の根的に学生や教職員の間で機運が高まり、憲章制定に至った経緯を説明。「軍事研究をするのは、科学者とはいえない」と訴えた。
　一方、戦争目的の軍事研究を禁じた過去の声明の見直しを検討している日本学術会議（会長、大西隆・豊橋技術科学大学長）は四日、東京都内で公開フォーラムを開催した。会員や市民約二百人が参加。「政府の軍民両用はおぞましい。科学者は人類の未来に重い責任がある」などと、見直しに反対する意見が大多数を占めたが、「軍事研究イコール兵器研究ではない」と容認する声もあった。同会議は四月にも軍事研究に対する考えをまとめ、報告する。
軍事的な研究と大学の関わり 公開討論会
ＮＨＫ2月4日 20時31分
防衛省が大学などの研究機関に研究資金を提供する制度を始めたことをきっかけに、安全保障技術など軍事的な研究と大学などとの関わり方について議論している「日本学術会議」が４日、公開討論会を開きました。参加した科学者からは、日本の科学者としてのあるべき姿勢や、安全保障技術の研究に関わることの是非について、さまざまな意見が出されました。
日本学術会議は、“科学者の国会”とも呼ばれる日本の科学者の代表機関で、防衛省が、おととし、将来的な防衛装備品の開発につなげようと、大学などの研究機関に研究資金を提供する制度を始めたことをきっかけに、安全保障技術など軍事的な研究と大学などとの関わり方について検討委員会を立ち上げ、議論を続けています。
この議論で国内の科学者などの意見を広く聞こうと、４日、東京・六本木にある日本学術会議の講堂で公開討論会が開かれ、会場が満席となるおよそ３００人が参加しました。
はじめに、検討委員会の委員長が中間取りまとめを報告し、先の大戦で科学者が戦争に動員され協力したことへの反省について触れたうえで、学術研究は、自主性・自律性を担保する必要があることや、防衛省の制度は、政府による研究への介入の度合いが大きいことなどを指摘しました。
続いて、参加者全員で自由討論が行われ、この中では、「軍事目的の研究を行わないとしてきたこれまでの立場を修正したり撤回したりすれば、世界の科学者から日本に対して不信感を抱かれることになる」などとして、軍事的な研究は行わないという姿勢を改めて明確に示すべきだという意見が相次ぎました。
一方で、「学術会議の最終目的は、社会の負託に応えることで、自衛を含めた防衛に関する研究を一切、行わない場合、いったいその研究を誰がやるのか」などとして、安全保障を目的とした研究に関わることは認められるべきだという意見も出されていました。
日本学術会議の検討委員会は、４日の公開討論会で出された意見を踏まえて、来月までに最終報告をまとめることにしています。日本学術会議では検討委員会の最終報告をもとに、ことし４月に開く総会で何らかの見解を示すことを目指しています。
日本学術会議の「安全保障と学術に関する検討委員会」で委員長を務めている、法政大学の杉田敦教授は、公開討論会のあとの取材に対し「参加者からは、『軍事研究を行わない』とする日本学術会議のこれまでの声明を堅持すべきだという意見が多かった」という認識を示しました。
そのうえで、「今回の学術と軍事をめぐる議論は、先の大戦の反省の上に立つ日本学術会議という組織の存在理由にも関わる問題だ。きょうの討論会での意見を踏まえ、国の政策にそのまま対応するのではなく、政府から独立した立場として、日本の学術の在り方を長期的な視点で考えていきたい」と述べました。
日本の科学者が戦後掲げてきた声明
今回の議論の背景には、日本の科学者たちが戦後、掲げてきた、「軍事目的の科学研究は行わない」とする声明があります。
日本学術会議は、先の大戦で、科学者が戦争に動員され新たな兵器の開発などに協力した反省から、終戦から５年後の昭和２５年に、「戦争を目的とする科学の研究には絶対に従わない」とする声明を出しました。また、昭和４２年には、この前の年に日本物理学会が開いた国際会議にアメリカ軍が資金提供を行っていたことが問題となり、改めて、「軍事目的のための科学研究を行わない」とする声明を出しています。
日本の科学界は、戦後、こうした声明を掲げて、民生的な分野を中心に発展してきましたが、防衛省がおととし、大学などに研究資金を提供する制度を新たに設けたことで、科学者と、安全保障技術など軍事的な研究との関わり方が改めて問われることになり、日本学術会議は、去年５月に「安全保障と学術に関する検討委員会」を設けて議論を続けています。
防衛省による研究費の提供制度
今回の議論のきっかけとなった、防衛省による大学などへの研究資金の提供制度は、おととし導入され、これまでに１９の研究が採択されています。
政府は、４年前の平成２５年に閣議決定した「防衛計画の大綱」で、防衛力を支える基盤を強化するため、「大学や研究機関との連携の充実などにより、防衛にも応用可能な民生技術の積極的な活用に努める」として、大学などとの連携を強めていく方針を掲げています。
こうした中、防衛省では、民間の先進的な技術を将来の防衛装備品の開発に積極的に取り入れるため、おととし、大学などの研究機関に資金を提供する「安全保障技術研究推進制度」を新たに設けました。
制度が導入された昨年度は、大学や研究機関などから１０９件の応募があり、９件の研究が採択されました。このうち大学からは５８件の応募があり、４件が採択されています。
また今年度は、大学や研究機関などから４４件の応募があり、１０件が採択されました。このうち大学からは、２３件の応募があり、５件が採択されています。この制度の昨年度の予算はおよそ３億円で、２年目の今年度はおよそ６億円でしたが、３年目となる新年度、平成２９年度の政府の予算案では、およそ１１０億円と大幅に増額する方針が示されています。
研究１件当たりの提供額も、昨年度と今年度は、最大で、年間およそ４０００万円でしたが、新年度の予算案では、最大、５年間で数十億円規模とすることが計画されています。
日本学術会議 検討委員会の中間取りまとめ公表
日本学術会議が去年５月に設けた、安全保障技術など軍事的な研究と大学などとの関わり方について議論している「安全保障と学術に関する検討委員会」は、先月、議論の中間取りまとめを公表しました。
この中では、先の大戦で科学者が戦争に動員され協力したことへの反省について触れた上で、「学術研究が、政府によって制約されたり動員されたりしがちであるという歴史的な経験をふまえ、学術研究の自主性・自律性を担保する必要がある」としています。
そのうえで、防衛省による大学などへの研究資金の提供制度については、「将来の装備開発につなげるという明確な目的に沿って公募・審査が行われ、防衛装備庁の職員が研究中のしんちょく管理を行うなど、政府による研究への介入の度合いが大きい」と指摘しています。
また、「科学者の研究成果は、時に科学者の意図を離れて軍事目的に転用され、場合によっては攻撃的な目的のためにも使用されうる」と指摘したうえで、「大学などの研究機関は、軍事的安全保障研究と見なされる可能性のある研究については、その適切性について、技術的・倫理的に審査する制度を設けることが望まれる」としています。
しんぶん赤旗2017年2月5日(日)
軍事研究　反対が圧倒　「哲学ない科学は凶器」　学術会議フォーラム　白熱の議論

　日本学術会議は４日東京都内で、大学などの研究機関に対する防衛省の資金提供制度を考える学術フォーラムを開き、約２８０人が参加。議論では軍事研究に反対する意見が大多数を占めました。
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（写真）学術会議のフォーラムで報告を聞く参加者＝４日、東京都港区


　フォーラムでは６人の識者が発言しました。須藤靖・東京大学大学院教授は、同会議が過去２度にわたって出してきた戦争目的の研究をしないとする声明を堅持し、防衛省の資金提供制度に応募しないと明記すべきだとのべました。また、基礎研究に研究費が行き渡る状況こそ実現すべきだと訴えました。
　福島雅典・臨床研究情報センター長は「哲学のない科学技術は凶器になる」と述べ、科学者の使命と社会的責任を強調。「軍事研究を行わない」との学術会議の声明を科学者の心によみがえらせ、世界に普及する取り組みを求めました。
　三菱重工で軍事技術開発に携わった西山淳一氏（未来工学研究所）は、インターネットなど軍事研究が民生技術で役だっていることなどにふれ唯一賛成の立場を表明しましたが、その後の会場からの討論で批判が続出。
　会場からは「日本が武器輸出に走るなどの今の状況を議論する必要がある」「過去の歴史をみれば、科学者が戦争を残虐化してきた。その責任を考えるべきだ」などの声が上がり、今回のフォーラムにとどめず、議論を続けることを求める意見が相次ぐなど白熱した議論になりました。
主体的に学ぶ授業報告＝新指導要領に先駆け－教研集会


兵庫県立太子高校の授業で学び合う生徒（棟安信博主幹教諭提供）
　２０２０年度から小中高校で順次実施される次期学習指導要領では、児童生徒が対話や発表などによって主体的に学ぶ「アクティブ・ラーニング」が導入される見通しだ。日本教職員組合（日教組）が新潟市で開催中の教育研究全国集会では４日、この方針に先駆けた授業が報告された。
　兵庫県立太子高校で地理歴史・公民を教える棟安信博主幹教諭（５７）は、クラスの生徒が学び合う授業をしている。演習問題のプリントを配り、時間内に全員が課題を達成するよう呼び掛ける。生徒は教室内を自由に歩き、他の生徒と話し合いながら解答できる。
　棟安教諭は、この授業には、生徒が暗記ではなく理解することが大切だと考える効果があると指摘。分からない生徒は「先生」となる生徒を探し、尋ねて理解できる。教える側も、どう説明するか考えることで理解が深まるという。
　福島県相馬市立日立木小学校の高橋尚幸教諭（３９）は、２教科の授業の融合で、主体的に学べる授業の時間を増やす手法を報告。例えば、社会で調べたことを国語でまとめて書く。内容を決めた上で調べ、分かったことを整理してまとめる作業を一括し、前半を社会、後半を国語の授業として割り振る。これで両単元の授業時間数を半分にできる。
　高橋教諭はこの例で節約できた６時間を、児童が学習内容を伝えるパンフレットを３回作る時間に充てた。作成を繰り返すことで内容は飛躍的に向上し、児童の自信が増したという。（時事通信2017/02/04-17:16）
原発30キロ圏の高校生演劇上演　「終わらない震災、伝えたい」

共同通信2017/2/4 19:53
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原発事故後の学校生活を描いた創作劇を上演した、福島県立ふたば未来学園高校の演劇部＝4日、東京都品川区

　東京電力福島第1原発から30キロ圏にある福島県立ふたば未来学園高校（同県広野町）の演劇部が4日、事故後の学校生活を描いた創作劇「数直線」を東京都品川区の小劇場で上演した。脚本、構成ともに生徒たちの自作。演出を担当した2年の佐藤美羽さん（17）は「震災も原発事故もまだ終わっていない。私たちの日常にある『壁』や『溝』を伝えたい」と話す。

　主人公は、東京からふたば未来学園高校へ入学したサクラ。東京で避難生活を経験した同級生がいじめに遭ったことや、故郷に帰れない現実を知り「私に何ができるだろう」と思い悩む。

ＴＰＰ「米国抜き」探る＝ＮＺ、各国と協議へ
　【シドニー時事】ニュージーランド（ＮＺ）のマクレー貿易相は今月、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）署名各国を訪問し、トランプ米大統領の離脱決定で実現が困難になったＴＰＰへの対応方針を協議する。「米国抜き」で実現の可能性を探る考えだ。
　ＮＺはＴＰＰ事務局を務める。マクレー氏は５日のオーストラリア訪問に先立ち、「豪州など複数の署名国が米国抜きのＴＰＰ実現に関心を寄せている。豪州の意志を確認したい」と語った。
　米国が参加しないとＴＰＰは発効しない。残る１１カ国での実現には、再交渉の上で、発効条件を変更する必要がある。安倍晋三首相は「ＴＰＰの意義を発信し続けることは意味がある」としているが、米国抜きの案には消極的とみられる。　
　ただ、豪州とＮＺは、アジア広域の自由貿易協定となる域内包括的経済連携（ＲＣＥＰ）交渉にも参加する。ＴＰＰを断念し、主要貿易相手の中国が参加するＲＣＥＰを優先する姿勢に転じる可能性もある。（時事通信2017/02/04-16:22）[image: image20][image: image21]
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